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本
会
が
償
却
資
産
課
税
で
要
望

制
度
廃
止
で

本
会
は
９
月
１１
日
、
「
償
却
資
産
に
係
る
固

定
資
産
税
の
現
行
制
度
堅
持
」
に
関
す
る
緊
急

要
望
活
動
を
実
施
し
た
。
工
場
等
の
設
備
投
資

を
抑
制
す
る
と
し
て
、
償
却
資
産
に
課
さ
れ
る

固
定
資
産
税
の
う
ち
「
機
械
及
び
装
置
」
に
対

す
る
課
税
措
置
を
見
直
す
よ
う
求
め
る
意
見
が

相
次
い
で
い
る
こ
と
か
ら
、
市
町
村
の
基
幹
税

目
で
あ
る
固
定
資
産
税
を
現
行
の
と
お
り
堅
持

す
る
よ
う
求
め
た
。

▼
２
面
に
現
状
の
解
説

当
日
は
本
会
を
代
表
し
、
国
会
対
策
委
員
会

か
ら
委
員
長
の
須
田
毅
・
相
模
原
市
議
会
議
長

と
委
員
の
齊
藤
聰
・
熊
本
市
議
会
議
長
、
地
方

財
政
委
員
会
か
ら
副
委
員
長
の
石
田
秀
男
・
品

川
区
議
会
議
長
が
東
京
・
全
国
都
市
会
館
に
集

ま
り
、
実
行
運
動
班
を
編
成
。
与
党
の
税
制
調

査
会
が
年
末
に
向
け
税
制
改
正
大
綱
を
取
り
ま

と
め
る
た
め
、
野
田
毅
・
税
制
調
査
会
長
ら
自

民
党
税
調
を
中
心
に
要
望
活
動
を
展
開
し
た
。

平
成
２３
年
度
決
算
の
固
定
資
産

税
収
は
８
・
９
兆
円
、
市
町
村
税

収
全
体
２０
・
４
兆
円
の
４
割
以
上

を
占
め
て
い
る
。
う
ち
償
却
資
産

課
税
は
固
定
資
産
税
収
の
１７
・
６

％
を
占
め
、
１
・
６
兆
円
も
の
税

収
を
市
町
村
に
も
た
ら
し
て
い

る
。
「
償
却
資
産
課
税
は
国
際
的

に
も
稀
な
制
度
で
抜
本
的
に
見
直

す
べ
き
」
と
の
意
見
が
高
ま
り
を

み
せ
て
お
り
、
現
状
打
破
に
向
け

本
会
は
緊
急
要
望
を
実
施
し
た
。

市市町町村村にに１１．．６６兆兆円円
財
政
に
打
撃

要要
請請
先先
一一
覧覧
（（
要要
請請
順順
））

【
面
談
者
】
▽
野
田
毅
・
税
調
会

長
▽
あ
か
ま
二
郎
・
党
副
幹
事
長

▽
中
谷
元
・
税
調
副
会
長
▽
新
藤

義
孝
・
総
務
相
▽
衛
藤
征
士
郎
・

税
調
副
会
長
▽
宮
沢
洋
一
・
税
調

幹
事
【
秘
書
対
応
】
▽
麻
生
太
郎

・
副
総
理
・
財
務
相
▽
額
賀
福
志

郎
・
税
調
小
委
員
長
▽
石
田
真
敏

・
税
調
幹
事
▼
吉
川
貴
盛
▼
西
川

公
也
▼
木
原
稔
▼
土
屋
正
忠
・
総

務
部
会
長
▼
山
口
泰
明
▼
池
田
道

孝
▼
谷
川
弥
一
▼
赤
澤
亮
正
▼
冨

樫
博
之
▼
長
島
忠
美
▽
山
本
幸
三

・
税
調
幹
事
▽
竹
下
亘
・
税
調
幹

事
▽
佐
藤
勉
・
元
総
務
相
▼
宮
腰

光
寛
▼
谷
公
一
▽
塩
崎
恭
久
・
税

調
副
会
長
▽
高
村
正
彦
・
税
調
顧

問
▽
町
村
信
孝
・
税
調
顧
問
▽
溝

手
顕
正
・
税
調
副
会
長
（
▼
�
地

方
税
勉
強
会
メ
ン
バ
ー
）

（昭和３６年１２月２０日第三種郵便物認可）
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新
藤
義
孝
・
総
務
相

自
民
税
調
を
中
心
に
要
望

右
か
ら
齊
藤
聰
・
熊
本
市
議
会

議
長
、
野
田
毅
・
税
調
会
長
、

須
田
毅
・
相
模
原
市
議
会
議
長
、

石
田
秀
男
・
品
川
区
議
会
議
長

あ
か
ま
二
郎
・
党
副
幹
事
長

中
谷
元
・
税
調
副
会
長

衛
藤
征
士
郎
・
税
調
副
会
長

宮
沢
洋
一
・
税
調
幹
事

（１） 平成２５年９月２５日 第１８８１号



�����������������������������������������

���������������������������

�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

現状の解説

固固
定定
資資
産産
税税
のの
見見
直直
しし
論論
がが
再再
燃燃

現
行
制
度
堅
持
に
向
け
地
方
の
反
論
が
重
要

昨
年
の
税
制
改
正
大
綱
に
は
盛

り
込
ま
れ
ず
実
施
が
見
送
ら
れ
た

も
の
の
、
平
成
２５
年
度
に
入
り
早

く
も
固
定
資
産
税
の
償
却
資
産
課

税
の
見
直
し
を
求
め
る
声
が
、
政

府
の
経
済
財
政
諮
問
会
議
や
税
制

調
査
会
の
場
な
ど
で
聞
か
れ
る
よ

う
に
な
っ
た
。
見
直
し
論
の
再
燃

を
警
戒
し
て
い
た
本
会
だ
が
、
懸

念
が
現
実
の
も
の
と
な
っ
た
こ
と

を
受
け
、
９
月
１１
日
に
は
本
会
の

代
表
が
「
償
却
資
産
に
係
る
固
定

資
産
税
の
現
行
制
度
堅
持
」
に
関

す
る
緊
急
要
望
活
動
を
実
施
す
る

な
ど
巻
き
返
し
を
図
っ
て
い
る
。

▼
１
面
に
償
却
資
産
課
税
で
要
望

２５
年
度
早
々
、
４
月
１７
日
に
開

催
さ
れ
た
第
６
回
産
業
競
争
力
会

議
。
立
地
競
争
力
の
強
化
な
ど
を

テ
ー
マ
に
議
論
し
て
い
た
が
、
こ

の
席
で
民
間
議
員
か
ら
「
償
却
資

産
に
対
す
る
固
定
資
産
税
の
減

免
」
「
新
規
の
設
備
投
資
に
対
す

る
償
却
資
産
課
税
の
撤
廃
」
な
ど

の
主
張
が
繰
り
広
げ
ら
れ
た
。
こ

の
席
に
同
席
し
て
い
た
新
藤
総
務

大
臣
は
「
代
替
が
（
示
さ
れ
て
）

な
い
」
「
１
・
６
兆
円
の
税
収
規

模
に
な
り
、
２
０
０
０
億
円
程
度

の
自
動
車
取
得
税
で
す
ら
大
騒
ぎ

な
の
に
、
こ
の
部
分
を
大
幅
に
削

れ
と
い
う
の
は
無
理
が
あ
る
」
と

押
し
返
し
た
も
の
の
、
７
月
３０
日

開
催
の
第
１６
回
経
済
財
政
諮
問
会

議
、
８
月
５
日
開
催
の
第
２
回
政

府
税
制
調
査
会
な
ど
で
見
直
し
や

減
免
を
求
め
る
声
が
相
次
い
だ
。

見
直
し
派
の
主
張
は
「
償
却
資

産
に
課
さ
れ
て
い
る
固
定
資
産
税

は
、
他
国
に
例
を
見
な
い
特
殊
な

も
の
」
「
企
業
が
成
長
戦
略
投
資

を
行
う
に
あ
た
っ
て
の
大
き
な
抑

制
要
因
」
な
ど
。
こ
れ
ら
の
意
見

を
受
け
経
済
産
業
省
は
、
２６
年
度

税
制
改
正
要
望
で
「
企
業
の
償
却

資
産
（
設
備
等
）
に
対
す
る
固
定

資
産
税
は
国
際
的
に
稀
な
制
度
」

「
償
却
資
産
に
対
す
る
課
税
は
、

投
資
に
対
す
る
収
益
性
を
低
下
さ

せ
、
国
内
投
資
の
阻
害
要
因
」
と

主
張
し
て
い
る
。

２６
年
度
の
経
産
省
に
よ
る
要
望

内
容
は
「
償
却
資
産
課
税
の
見
直

し
を
図
る
」
。
見
直
し
内
容
に
つ

い
て
の
具
体
的
な
提
案
は
示
さ
れ

て
い
な
い
が
、
２５
年
度
で
は
償
却

資
産
に
対
す
る
固
定
資
産
税
の
う

ち
「
機
械
及
び
装
置
」
に
つ
い
て

▽
新
規
の
設
備
投
資
分
を
非
課
税

▽
長
期
保
有
分
の
評
価
額
の
最
低

限
度
（
５
％
部
分
）
を
段
階
的
に

廃
止
―
の
２
点
�
左
表
�
を
要
望

し
、
最
終
的
に
自
民
党
税
調
で
見

送
ら
れ
た
経
緯
が
あ
る
。

国
際
的
に
稀
な
制
度
と
経
産
省

な
ど
は
指
摘
す
る
が
、
総
務
省
の

調
査
結
果
に
よ
れ
ば
各
国
に
例
が

あ
り
、
指
摘
は
事
実
に
当
た
ら
な

い
。
そ
も
そ
も
固
定
資
産
税
は
、

資
産
保
有
と
行
政
サ
ー
ビ
ス
と
の

受
益
関
係
に
着
目
し
、
応
益
的
に

課
税
す
る
財
産
税
だ
け
に
、
縮
減

・
廃
止
は
不
適
当
と
い
え
る
。

償償却却資資産産課課税税はは１１．．６６兆兆円円
本会も緊急要望で巻き返し

２６年度税制改正大綱に向け

第１８８１号 平成２５年９月２５日 （２）（第三種郵便物認可）全 国 市 議 会 旬 報



前
号
に
引
き
続
き
今
号
で
も
本

会
の
都
市
行
政
問
題
研
究
会
（
会

長
�
小
林
茂
裕
・
福
山
市
議
会
議

長
）
が
８
月
２０
日
に
開
催
し
た
総

会
で
の
幸
田
氏
の
講
演
内
容
を
掲

載
す
る
。
幸
田
氏
は
大
震
災
に
お

け
る
議
会
の
役
割
を
�
災
害
発
生

前
�
応
急
�
復
旧
�
復
興
―
の
４

段
階
に
分
類
し
、
項
目
ご
と
に
解

説
し
た
。
前
号
で
は
�
�
に
つ
い

て
概
要
を
掲
載
し
た
が
、
今
号
で

は
後
半
の
�
�
に
焦
点
を
当
て
地

方
議
会
と
議
員
の
役
割
を
探
る
。

復復
旧旧
段段
階階

「
復
旧
」
段
階
に
お
い
て
は
▽

避
難
者
等
支
援
▽
イ
ン
フ
ラ
等
の

早
期
復
旧
▽
生
活
の
再
建
▽
市
町

村
行
政
の
回
復
▽
制
度
改
正
や
運

用
の
弾
力
化
―
な
ど
様
々
な
課
題

が
山
積
し
て
お
り
、
ス
ピ
ー
ド
感

を
も
っ
て
課
題
に
対
応
し
な
け
れ

ば
な
ら
な
い
。

同
段
階
で
の
議
会
・
議
員
の
役

割
に
関
し
て
は
、
行
政
に
対
し
て

意
見
書
や
要
望
書
を
提
出
す
る
な

ど
、
課
題
解
決
に
向
け
た
活
動
を

進
め
て
い
く
こ
と
が
必
要
と
さ
れ

る
。
そ
の
た
め
に
も
、
被
災
地
の

現
地
調
査
や
住
民
と
の
意
見
交
換

な
ど
、
地
域
ご
と
の
復
旧
状
態
の

相
違
や
課
題
の
違
い
を
広
く
理
解

す
る
こ
と
が
大
切
と
し
た
。

東
日
本
大
震
災
復
旧
時
に
お
け

る
地
方
議
会
の
対
応
を
み
る
と
、

各
団
体
と
も
様
々
な
方
法
で
課
題

解
決
に
向
け
活
動
し
て
い
る
こ
と

が
分
か
る
�
下
表
参
照
。

宮
城
県
議
会
で
は
、
い
ち
早
く

特
別
委
員
会
を
設
置
。
特
別
委
で

は
、
延
べ
１
１
２
名
に
よ
る
現
地

調
査
や
市
町
議
会
と
の
意
見
交
換

会
な
ど
を
積
極
的
に
実
施
し
た
。

大大
規規
模模
災災
害害
発発
生生
時時
にに
議議
会会
はは

中
央
大
学
大
学
院
公
共
政
策
研
究
科
教
授

幸

田

雅

治
氏

復復
興興
段段
階階

「
復
興
」
段
階
は
、
地
域
住
民

に
欠
か
す
こ
と
の
で
き
な
い
「
医

（
医
療
）
・
職
（
職
業
）
・
住
（
住

居
）
」
の
確
保
が
大
変
重
要
で
、

こ
れ
ら
を
考
慮
し
た
町
づ
く
り
に

取
組
む
時
期
。
ど
れ
も
地
域
社
会

に
は
欠
か
す
こ
と
の
で
き
な
い
項

目
で
、
住
民
と
の
合
意
形
成
を
図

り
つ
つ
着
実
に
取
組
ま
な
け
れ
ば

な
ら
な
い
。
「
復
旧
」
段
階
で
は

ス
ピ
ー
ド
感
を
も
っ
て
課
題
に
対

応
す
る
こ
と
が
求
め
ら
れ
た
が
、

「
復
興
」
段
階
で
は
復
興
計
画
を

推
進
す
る
う
え
で
必
要
な
時
間
は

か
け
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
も
ち

ろ
ん
計
画
が
決
ま
っ
た
段
階
で

は
、
迅
速
に
課
題
へ
対
応
す
る
。

「
復
興
」
段
階
で
の
地
方
議
会

の
役
割
は
、
単
に
従
前
の
状
況
に

復
旧
す
る
の
で
は
な
く
、
長
期
的

展
望
に
基
づ
き
、
市
街
地
の
構
造

や
住
宅
形
態
を
創
出
し
、
地
域
住

民
が
納
得
で
き
る
よ
う
な
計
画
を

策
定
す
る
こ
と
が
重
要
。
議
会

は
、
復
興
計
画
の
策
定
段
階
な
ど

様
々
な
場
面
で
執
行
部
へ
の
審
議

機
能
、
監
視
機
能
を
駆
使
し
、
よ

り
良
い
政
策
に
結
び
つ
け
な
け
れ

ば
な
ら
な
い
。

東東日日本本大大震震災災復復旧旧時時ににおおけけるる地地方方議議会会のの対対応応
【宮城県議会】
Ｈ２３．３．１５．特別委員会設置（１０月１１日までに、８
回開催）
審議内容……被災状況及び復旧等への課題把握、専

決処分、補正予算編成概要の調査、復
興計画案の調査、原発事故の影響調査
等

特別委員会の活動として、
・現地調査（４／１４～４／２０）延べ１１２名
・市町議会との意見交換（８／３０～９／９）延べ８５
名

・執行部への要請（３／１７：知事への緊急要請、４
／４：知事への緊急要望）

・国等への要望（１４回、なお、単独要望は、４／１
及び４／１２～４／１３）

【会津若松市議会】
・節目節目で、議会として議論して、まとめて市長
に提言。

・県、国に意見書を提出（６月議会では、意見書を
６本提出）。

・６月議会の一般質問では、事前に、議員全員で集
まって、意見交換した上で、震災関連の質問を１
３人の議員がした。

【石巻市議会】
・市は、基本方針として、仮設住宅への入居場所の
決定はくじ引きによることとしていたが、旧北上
町地域にあっては、地域の市議会議員２名の働き
かけにより、集落単位での入居となった。

Ｈ２３．５．２３．東日本大震災対策特別委員会設置（議
員全員）

大大規規模模災災害害時時ににおおけけるる地地方方議議会会、、議議員員のの役役割割（（各各フフェェーーズズ））

災害発生前、応急、復旧、復興のフェーズで見ると、

・災害発生前……議会、議員の役割は大きい。

－被害抑止（mitigation）及び被害軽減（preparedness）

の対策

・応急……基本的には、行政の役割

－住民と同様の対応（自らの安全確保、共助）

－被災住民と行政との橋渡し、住民への情報伝達

→行政との情報共有は重要

・復旧……徐々に、議会、議員の本来の活動を行う

－議会の意見を踏まえながら、行政がスピート感を持って

実施

→議会機能の維持が重要

・復興……議会、議員の本来の役割を発揮

－団体自治（審議機能、監視機能）及び住民自治を体現

事前に備えておくべき対策（リスク管理を含む）については、

もちろん、議会、議員の役割は大きい。

各各
段段
階階
のの
議議
会会
・・
議議
員員
のの
役役
割割

東
日
本
大
震
災
な
ど
の
大
規
模

災
害
が
発
生
し
た
場
合
、
地
方
議

会
・
議
員
の
役
割
は
大
き
く
分
け

て
４
段
階
に
分
類
さ
れ
、
そ
れ
ぞ

れ
の
役
割
を
ま
と
め
た
も
の
が
右

表
に
な
る
。

各
段
階
に
お
け
る
議
会
・
議
員

の
役
割
は
そ
れ
ぞ
れ
異
な
っ
て
お

り
、
と
り
わ
け
「
防
災
・
減
災
」

な
ど
災
害
発
生
前
に
事
前
に
備
え

て
お
く
べ
き
対
策
に
つ
い
て
は
、

議
会
・
議
員
の
役
割
が
非
常
に
重

要
と
し
た
。

【下】
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子ども被災者支援法基本方針（案）

支援の対象地域については、法案８条に基づく「支援
対象地域」に加え、支援対象地域より広い地域で支援を
実施するため、施策ごとの趣旨目的に応じて「準支援対
象地域」を設定し、きめ細かな被災者支援を実施。

前
号
に
引
き
続
き
６
月
定
例
会

の
意
見
書
・
決
議
の
状
況
を
掲
載

す
る
。
表
を
み
る
と
意
見
書
で
は

「
『
原
発
事
故
子
ど
も
・
被
災
者

支
援
法
』
の
早
期
具
体
化
」
が
採

択
件
数
最
多
と
な
っ
た
。
背
景
に

は
、
未
だ
具
体
的
方
策
を
明
記
し

た
基
本
方
針
が
示
さ
れ
て
い
な
い

こ
と
へ
の
危
機
感
が
あ
る
。
支
援

法
の
成
立
か
ら
１
年
以
上
経
過
し

た
現
在
も
方
針
が
示
さ
れ
て
い
な

い
。
支
援
法
で
は
第
２
条
に
基
本

理
念
を
謳
っ
て
い
る
も
の
の
、
具

体
的
な
支
援
策
や
支
援
の
対
象
地

域
の
指
定
な
ど
は
基
本
方
針
に
委

ね
て
い
る
。
被
災
地
の
声
を
具
現

化
す
る
た
め
に
も
、
基
本
方
針
の

策
定
は
必
要
不
可
欠
と
い
え
る
。

関
係
団
体
か
ら
の
要
望
を
受

け
、
復
興
庁
は
８
月
３０
日
に
「
被

災
者
生
活
支
援
等
施
策
の
推
進
に

関
す
る
基
本
的
な
方
針
案
」
を
公

示
。
方
針
案
で
は
支
援
対
象
地
域

を
相
当
な
線
量
が
広
が
る
福
島
県

中
通
り
・
浜
通
り
の
３３
市
町
村
と

し
た
。
同
地
域
外
で
は
施
策
ご
と

の
趣
旨
目
的
に
応
じ
「
準
支
援
対

象
地
域
」
を
設
け
る
。

方
針
案
は
公
示
日
か
ら
９
月
１３

日
ま
で
の
２
週
間
、
意
見
公
募
に

か
け
ら
れ
た
。
根
本
・
復
興
相
は

公
示
日
の
記
者
会
見
で
「
基
本
方

針
を
閣
議
決
定
と
い
う
形
で
政
府

を
挙
げ
て
し
っ
か
り
と
取
組
む
形

に
し
た
い
」
と
述
べ
た
が
、
閣
議

決
定
日
の
明
言
は
避
け
た
。

【
原
発
事
故
子
ど
も
・
被
災
者
支

援
法
】
被
災
者
の
生
活
支
援
な
ど

の
施
策
を
推
進
し
、
被
災
者
の
不

安
の
解
消
や
安
定
し
た
生
活
の
実

現
に
寄
与
す
る
こ
と
を
目
的
に
２４

年
６
月
２１
日
に
成
立
し
た
。
同
法

で
は
基
本
理
念
と
し
て
▽
被
災
者

が
「
居
住
」
「
移
動
」
「
帰
還
」

い
ず
れ
を
選
択
し
た
場
合
で
も
適

切
に
支
援
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い

▽
被
災
者
に
対
す
る
い
わ
れ
な
き

差
別
が
生
じ
な
い
よ
う
適
切
な
配

慮
が
な
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い

―
な
ど
６
項
目
を
掲
げ
て
い
る
。

議会被被災災支支援援法法でで
方方針針案案をを公公示示

６月定例会 意見書・決議の議決状況（下） （２５．５．１～７．３１）

決 議

【 １９】
―
―
１９

【 ４】
―
―
４

【 １】
―
―
―
―
―

―

１

【 ７】
―

４

３

【 ―】
―

―

―
―

―

―

―

―

【 ２８】
１
２３
４

【 ５９】
【 ８６】

【 ３２】
１２
７
１３

【 １５】
４
２
９

【 ４５】
１５
１１
７
３
２

２

５

【 ２８】
１６

４

８

【 １４１】
３８

１７

１２
１１

７

６

４

４６

【 １６】
１２
２
２

【 ２７７】
【 ７７７】

意見書

【建設・運輸・郵政・国土保全】
○ホテル・旅館等建築物の耐震化の促進
○札幌航空交通管制部の存続・充実
○その他

【警察・防災・消防】
○ダンス規制（風営法）の見直し
○取調べの可視化（全過程の録画）を求める
○その他

【労働・商工】
○平成２５年度北海道最低賃金改正等
○神奈川県最低賃金改定等
○最低賃金の改善と中小企業支援策の拡充
○過労死防止基本法の制定
○解雇の自由化など労働者保護の規制緩和に
反対
○「協同労働の協同組合法（仮称）」の速や
かな制定
○その他

【外交・防衛・国際関係】
○日本政府に核兵器全面禁止のための決断と
行動を求める
○米空軍嘉手納基地所属Ｆ１５イーグル戦闘機
の墜落事故に対し抗議、原因究明など
○その他

【社会・くらし】
○「原発事故子ども・被災者支援法」による
支援策の早期実施
○「障害を理由とする差別の解消の推進に関
する法律」の早期具体化
○公的年金２．５％削減の中止
○介護サービスから「軽度の高齢者」分離に
反対
○東京電力福島第一原子力発電所事故により
発生した損害賠償請求権につき３年の消滅
時効の適用を排除する立法措置
○生活保護基準見直しによる各種制度改定の
切り下げに反対
○精神障がい者の公共交通機関の割引制度の
拡充
○その他

【その他】
○憲法９６条の改正に反対
○慰安婦発言を非難し、撤回を求める
○その他

【合 計】
【総合計】

件 名

６
月
定
例
会
の
意
見
書
・
決
議
の
状
況

（下）

ポイント
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